
出展技術の分類

技術名称 ICT土工支援サービス 担当部署 九州支社　事業企画部

NETIS登録番号 - 担当者 金井　崇

社名等 （株）ｵﾘｴﾝﾀﾙｺﾝｻﾙﾀﾝﾂ 電話番号 070-8713-2421

技術の概要

安全・防災　 インフラDX 　 維持管理  　 環境　　コスト　　品質　 　　　（該当分類に〇を付記）

国交省等では、i-construcitoinによる生産性向上の柱の一つとして、ICT施工による効率化・省力化を進
められています。一方で、ICT土工の現状の問題点としては、以下があります。
①ICT土工が可能な施工条件が限定的で、且つ、ICT施工用データの作成労力が多大
②発注者の人員や実務経験からより良いインフラ整備を行う体制構築が難しくなりつつある
オリエンタルコンサルタンツ及びグループ会社は、上記①②の問題点を改善し、ICT施工による生産性
向上を果たすべく、『ICT土工支援サービス』をご提案いたします。

ICT土工の施工において、長年培った道路設計・施工計画・事業マネジメントの経験を活かし、「施工計
画・準備段階」から「引渡段階」までをサポートする『ICT土工支援サービス』をご提案します。
①BIM/CIMモデルを変換した効率的なICT施工用データの作成
　起伏の激しい地形や複数の中心線を有するなど、ICT土工用BIM/CIMモデル作成が困難な条件下に
おいて、弊社がICT土工用BIM/CIMモデルを作成することで、効率的にICTデータを提供します。
②ＩＣＴを活用した工事全般の技術支援
　設計や施工に精通した技術者がICTを活用した工事全般の技術支援を行います。技術支援では、工事
で技術的な課題が生じた場合に、弊社の多くの知見と人材を活用し、技術的根拠に基づく判断を進言し
ます。

１．技術開発の背景及び契機

技 術 概 要 書　（様式）

３．技術の効果

①３Ｄデータ精度向上によるＩＣＴ土工適用範囲の拡大
　起伏の激しい地形条件下、インターチェンジ等の複数線形、小段端部処理等のデータ処理が可能とな
ることで、ＩＣＴ土工適用範囲が拡大でき、更なる作業時間短縮に寄与できます。
②ＩＣＴを活用した工事全般の技術支援
　当社は道路設計業務、CM業務を長年に亘って経験しており、多くの知見と人材を有しております。これ
らの資源を活用したサービスを提供することで、インフラ整備を行う体制構築のサポートや技術支援に
寄与できます。

４．技術の適用範囲

・ICTを活用する土工工事で適用可能です。

２．技術の内容

５．活用実績

-

※別紙２



６．写真・図・表

【ICT⼟⼯の現状の問題点】

【技術の内容（提案）】

① ３Ｄデータ精度向上によるＩＣＴ土工適用範囲の拡大
② ＩＣＴを活用した工事全般の技術支援

【技術の効果】



出展技術の分類

技術名称 インフラマネジメント支援システム（舗装） 担当部署 九州支社　事業企画部

NETIS登録番号 担当者 金井　崇

社名等 株式会社オリエンタルコンサルタンツ 電話番号 070-8713-2421

技術の概要

３．技術の効果

①生産性の向上として、路面性状調査結果以外の簡易点検結果等も位置情報があればDB管理、デー
タを一括管理できるため、現在の舗装状況を把握・可視化することが可能です。
②コスト縮減として、計画の履歴を残すことができるとともに、数年先までの他工事との調整や、５年程
度の修繕計画を作成できるため公適債等予算を確保することが可能です。
③維持管理の高度化として、予算調整を含め、計画的な修繕を実施するとが可能となります。

４．技術の適用範囲

技術の適用範囲は、位置情報があればどのような点検手法による診断結果(DB機能)も取込み・記録が
可能であり、修繕の優先順位の並び替え、交通量等の要因による優先順位の変更、措置内容（打換え、
切削OL ）及び措置費の設定等が可能であり、インフラマネジメントサイクルを支援することができます。
また、職員自ら維持管理計画を作成することが可能です。

２．技術の内容

５．活用実績

・自治体（九州１県、九州以外4件）：複数の点検手法による診断結果の可視化に活用、路面性状調査結
果に基づく維持管理計画を作成。
・その他多くの自治体において実証実験を実施。

安全・防災　 インフラDX 　 維持管理  　 環境　　コスト　　品質　 　　　（該当分類に〇を付記）

　全国の道路延長は120万ｋｍと膨大であり、既に、新設よりも維持修繕費の予算が上回っています。さ
らに、現場では、予算不足、職員の技術力・人員不足もあり、以下の理由により計画的な修繕が十分に
実施されていない状態です。
課題①定期点検は実施している（これまでに実施した結果がある）が、データを有効に活用できていない
課題②点検結果をどのように修繕計画に反映すればいいか困っている
課題③計画通り予算が得られない・地元要望の優先等の理由から計画通りの修繕ができない
課題④ポットホール補修や段差修正など日常の維持作業結果が計画に反映されていない
　上記の課題解決を図り、舗装メンテナンスのPDCAを円滑に回すことを目的に技術開発を実施しまし
た。

　本システムは、点検手法に限らずGPSによる緯度経度と舗装点検診断結果があれば、①診断結果及
び日常の維持作業のデータベースを作成します。②データ及び地図上からの修繕工事区間を設定した
短期修繕計画を策定します。③優先度を考慮した費用の算定により、舗装損傷の実態に則した実現可
能な維持管理計画を作成することが可能となる技術です。
　具体的には、複数年次や異なる手法による点検診断結果を健全度別（ⅠⅡⅢ）に路線地図に可視化
できるとともに、ポットホールの補修など日常の維持作業結果について、位置情報があればインフラマネ
ジメント支援システム内で共有し可視化できます。また、これらのデータを活用し修繕工事区間（ユニッ
ト）の設定を地図上で決定でき、その区間をリストでも確認することにより、実態に則した実現可能な維持
管理計画を作成することが可能です。さらに複数の予算制約下における予算シミュレーションを実施す
ることが可能であり、修繕順位に入れ替えによる予算シミュレーションも瞬時に可能です。

１．技術開発の背景及び契機

技 術 概 要 書　（様式） ※別紙２



６．写真・図・表

【図１：インフラマネジメント支援システムによる維持管理の円滑化】

【図2：インフラマネジメント支援システムを活用したインフラマネジメントサイクルの支援】

【図３：点検結果の可視化と地図上での修繕区間の設定】




